
公益財団法人

　

日鉄鉱業奨学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（参

　

考）

収支計算書（対当初予算）

２０２３年 ４月 １ 日

　

から

　

２０２４年３月

　

３１ 日

　

まで

科

　　　　　　　　　　

目 予

　

算

　

額 決

　

算

　　

額 差

　　　　

異 備

　

考

１

　

事業活動収支の部

　

１． 事業活動収入

　

①

　

基本財産運用収入

　　　　

基本財産利息収入

　　　　

基本財産配当金収入

　

②

　

特定資産運用収入

　　　　

特定資産利息収入

　

③

　

事業収入

　　　　

奨学金返済

　

④

　

雑収入

　　　　

受取利息収入

　　

事業活動収入計

　

２． 事業活動支出

　

①

　

事業費支出

　　　　

奨学金貸与支出

　　　　

役員報酬支出

　　　　

給料支出

　　　　

賞与支出

　　　　

福利厚生費支出

　　　　

旅費交通費支出

　　　　

通信運搬費支出

　　　　

消耗品費支出

　　　　

修繕費支出

　　　　

印刷製本費支出

　　　　

光熱水料費支出

　　　　

賃借料支出

　　　　

奨学金給付支出

　　　　

寄付金支出

　　　　

雑支出

　

②

　

管理費支出

　　　　

役員報酬支出

　　　　

給料支出

　　　　

賞与支出

　　　　

福利厚生費支出

　　　　

会議費支出

　　　　

旅費交通費支出

　　　　

通信運搬費支出

　　　　

修繕費支出

　　　　

印刷製本費支出

　　　　

光熱水料費支出

　　　　

賃借料支出

　　　　

図書費支出

　　　　

雑支出

　　

事業活動支出計

　　

事業活動収支差額

ｎ

　

投資活動収支の部

　

１． 投資活動収入

　

①

　

基本財産取崩収入

　

②

　

特定資産取崩収入

　　　　

給付奨学金積立資産取崩収入

　

③ 固定資産売却収入

　

④ 投資有価証券売却収入

　

⑤

　

敷金・保証金戻収入

　　

投資活動収入計

１３４，６４４，４１２

　　　　

６０２

１３４，６４３，８１０

　　　

１，６４８

　　　

１，６４８

３３，３６３，０００

３３，３６３，０００

　　　　

６１０

　　　　

６１０

２４８，７７１，０６９

　　　　

６０１

２４８，７７０，４６８

　　　

１，６４２

　　　

１，６４２

４０，９６１，０００

４０，９６１，０００

　　　

１，８６１

　　　

１，８６１

冊１１４，１２６，６５７

　　　

１

－１１４，１２６，６５８

　　　

６

　　　

６

　

－７，５９８，０００

　

‐７，５９８，０００

　　　

－１，２５１

　　　

－１，２５１

１十１

　　　　　　　　　　　　

つム

※

　　　　　　

※

１６８，００９，６７０ ２８９，７３５，５７２ －１２１，７２５，９０２

１８７，２６４，５００

４５，１８０，０００

　　

８６４，０００

　

８，６８０，０００

　

２，４３５，２００

　

１，６８８，８００

　　

６１２，０００

　

１，１５１，０００

　　

１５０，０００

　

４，９００，８００

　　

２０，０００

　　

９６，０００

　

２，５７９，２００

１１８，０８０，０００

　　　

０

　　

８２７，５００

　

７，７１９，５００

　　

２１６，０００

　

２，１７０，０００

　　

６０８，８００

　　

４２２，２００

　

１，０００，０００

　　

１５３，０００

　　

３６５，０００

　

１，２２５，２００

　　　

５，０００

　　

２４，０００

　　

６４４，８００

　　

５８，０００

　　

８２７，５００

２４３，６４６，６９０

４２，３００，０００

　　

８６４，０００

　

８，７１８，６７２

　

２，４２５，０４０

　

２，００６，６２０

　　

６８７，７６３

　

１，５８３，７２２

　　

１３８，６７２

　

５，２２３，０２０

　　

１７，９９６

　　

８９，３９４

　

２，６０３，２９６

１７１，１８０，０００

　

５，０００，０００

　　

８０８，４９５

　

７，４０９，３０７

　　

２１６，０００

　

２，１７９，６５６

　　

６０６，２６０

　　

５０１，６５８

　　

６６７，８８６

　　

１７１，９３８

　　

２０９，８００

　

１，３０５，７５５

　　　

４，４９６

　　

２２，３５１

　　

６５０，８１２

　　

６４，２００

　　

８０８，４９５

－５６，３８２，１９０

　

２，８８０，０００

　　　

０

　　

－３８，６７２

　　

１０，１６０

　

－３１７，８２０

　　

－７５，７６３

　

－４３２，７２２

　　

１１，３２８

　

－３２２，２２０

　　　

２，００４

　　　

６，６０６

　　

－２４，０９６

－５３，１００，０００

－５，０００，０００

　　

１９，００５

　　

３１０，１９３

　　　

０

　　

－９，６５６

　　　

２，５４０

　　

－７９，４５８

　　

３３２，１１４

　　

－１８，９３８

　　

１５５，２００

　　

－８０，５５５

　　　　　

５０４

　　　

１，６４９

　　

－６，０１２

　　

－６，２００

　　

１９，００５

※３

※４

※５

１９４，９８４，０００ ２５１，０５５，９９７ －５６，０７１，９９７

‐２６，９７４，３３０ ３８，６７９，５７５ －６５，６５３，９０５

　　

０

７，９２０，０００

７，９２０，０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

Ｏ

７，９２０，０００

７，９２０，０００

　　

Ｏ

　　

０

　　

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

７，９２０，０００ ７，９２０，０００ Ｏ



公益財団法人

　

日鉄鉱業奨学会

（単立：円

科

　　　　　　　　　　

目 予

　　

算

　　

額 決

　

算

　　

額 差

　　　　

異 備

　

考

　

２． 投資活動支出

　

①

　

基本財産取得支出

　

②

　

特定資産取得支出

　

③

　

固定資産取得支出

　

④ 投資有価証券取得支出

　

⑥ 敷金・保証金支出

　　

投資活動支出計

　　

投資活動収支差額

皿 財務活動収支の部

　

１． 財務活動収入

　

① 借入金収入

　　

財務活動収入計

　

２． 財務活動支出

　

① 借入金返済支出

　　

財務活動支出計

　　

財務活動収支差額

Ｗ 予備費支出

　　

当期収支差額

　　

前期繰越収支差額

　　

次期繰越収支差額

＝^ｖ

　　

＝^ｖ

　　

＝^ｖ

　　

Ｕ^

ハ＝ｖ

Ｕ^

　　

ハ＝Ｖ

　　

ｎ
ｖ

　　

＝^ｖ

＝^ｖ

０

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

Ｏ Ｏ ０

７，９２０，０００ ７，９２０，０００ Ｏ

Ｏ Ｏ Ｏ

Ｏ Ｏ Ｏ

Ｏ Ｏ Ｏ

Ｏ ０ Ｏ

Ｏ ０ Ｏ

－１９，０５４，３３０ ４６，５９９，５７５ ‐６５，６５３，９０５

１１２，６７９，７９０ １１３，６４２，５９５ －９６２，８０５

９３，６２５，４６０ １６０，２４２，１７０ －６６，６１６，７１０

※予算額は２０２３年度当初予算である。
（注） 収支計算書に関する注記
１． 資金の範囲
資金の範囲には、流動資産及び流動負債を含めている。

２． 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳
科目 前期末残高 当期末残高

現金
普通預金
未収金

　　

６０，１７２

１１３，５９７，４８３

　　　

０

　　

１７４，７４１

１６０，０６７，４２９

　　　

０

流動資産計 １１３，６５７，６５５ １６０，２４２，１７０

未払金

預り金

　

０

１５，０６０

Ｏ

Ｏ

流動負債計 １５，０６０ Ｏ

次期繰越収支差額 １１３，６４２，５９５ １６０，２４２，１７０

※１． 基本財産運用収入のうち、配当金収入の予算との差額 （１１４，１２６千円増）の要因は、予算策定時の配当予想額か

　　

ら確定した配当金額が１株８９円増額となったためである。 （予算：１０５円／株→確定：１９４円／株）

※２． 事業収入のうち、奨学金返済の予算との差額（７，５９８千円増）の主な要因は、 返還期間内での繰上返済・一括

　

返済があったためである。 （繰上・一括返済者：１１名、 最終一括返済額：９，０９９千円）

※３． 事業費支出のうち、 奨学金貸与支出の予算との差額 （２，８８０千円減） の要因は、貸与奨学金の貸与者減 （新規

　

採用者数減：計画４０名→実績３７名、 途中辞退者：４名） によるものである。
※４． 事業費支出のうち、奨学金給付支出の予算との差額 （５３，１００千円増） の要因は、採用人数増によるものである。

　　

（新規採用計画：８０名→新規７５名・単年８０名の計１５５名）

※５． 事業費支出のうち、 寄付金支出の予算との差額 （５，０００千円増） の要因は、２０２４年１月１日むこ発生した能登半島

地震災害において、被災地における経済的理由等により修学困難な学生をはじめとする被災者等への支援として
義援金を寄付したためである。


